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三河湾ネットワーク株式会社放送サービス契約約款 

 

第１章 総則 

 

（約款の適用） 

第１条 三河湾ネットワーク株式会社（以下「会社」といいます）は、放送法の規定に従い、この放送サービ

ス契約約款（以下「約款」といいます）を定め、これに基づき放送サービスを提供します。 

 

（約款の変更） 

第２条 会社は、この約款を変更することがあります。この場合には、料金その他の提供条件は、変更後の

放送サービス契約約款によります。 

 

（用語の定義） 

第３条 この約款において、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。  

１ 
有線テレビジョン 

放送施設 
会社が有線テレビジョン放送を行う為の機械、器具、電線その他の電気的設備 

２ 放送サービス 有線テレビジョン放送施設を利用して映像、音響及び符号等を送信すること 

３ 加入契約 会社から放送サービスを受ける為の契約 

４ 加入申込  加入契約の申込 

５ 加入申込者 加入申込をした者 

６ 加入者 会社と加入契約を締結した者 

７ 取扱店 会社と取扱店契約を締結し、加入契約の取次、宅内設備の工事及び保守等を行う者 

８ 引込設備 

加入者が放送サービスを受信する為、有線テレビジョン放送施設に接続された引込

点(タップオフまたはクロージャー)から加入者宅の保安器または光接続箱までに設

置された引込線及び機器 

９ 宅内設備  
加入者が放送サービスを受信する為、加入者宅の保安器または光接続箱の出力端子

から受信機までに設置された宅内線、受信機 

10 光放送端末 
会社が貸与し、放送サービスを受信するために光信号を電気信号に変換する装置（Ｖ

－ＯＮＵ） 

11 受信機 加入者宅内のテレビ受像機及び FM 受信機 

 

第２章 加入契約 

 

（加入契約の単位） 

第４条 加入契約は引込線１回線ごとに締結するものとします。 

２ 引込線１回線により複数世帯、複数企業が加入する場合には、原則として世帯、又は企業ごとに加

入契約を締結するものとします。 

３ 光サービスと従来の同軸（ＨＦＣ）サービスは同時に契約できません。 
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（加入申込の方法） 

第５条 加入申込をするときは、この約款をご承認の上、次の書類を会社又は取扱店に提出していただきます。 

（１）加入申込者の氏名、住所、利用を希望する放送サービスの種類等所定の事項を記入した加入申

込書。 

 

（加入申込の承諾） 

第６条 加入契約は、会社が加入申込を承諾したときに成立するものとします。 

２ 会社は、前項の定めにかかわらず、次の場合には加入申込を承諾しないことがあります。 

（１）加入申込について、引込設備及び宅内設備の設置又は、保守することが技術上著しく困難な場

合。 

（２）加入申込について、引込設備の設置又は、保守することが著しく多額の費用を要する場合。 

（３）加入申込者が放送サービスの料金又は工事費の支払を怠る恐れがある場合。 

（４）その他放送サービスに関する会社の業務の遂行上著しい支障がある場合。 

３ 会社は、放送法第 147 条第 1 項の有料放送の役務の提供に関する契約が成立したときは、遅滞

なく、放送法第 150 条の 2 第 1 項の書面（以下「契約書面」といいます）を作成し加入者に交

付するものとします。 

４ 加入者の承諾があるときは、会社は、契約書面の交付に代えて、放送法第 150 条の 2 第 2 項に

定める情報通信の技術を利用する電子交付の方法により前項の事項を加入者に提供することが

できるものとします。 

 

（加入申込書記載事項の変更） 

第７条 加入者は、その氏名、名称の変更、住所の表示変更、金融機関口座の変更等加入申込書記載事項に

変更がある場合、速やかに会社に届け出るものとします。 

 

第３章 放送サービスの内容 

 

（放送サービスの種類） 

第８条 会社は、定められた業務区域内で次の放送サービスを提供します。 

（１）同軸（ＨＦＣ）サービス 

① 地上デジタルテレビジョン放送並びにそれらのデータ放送の同時再放送 

② エフエムラジオ放送の同時再放送 

③ 自主放送 

（２）光サービス 

① 地上デジタルテレビジョン放送及びＢＳ放送並びにそれらのデータ放送の同時再放送 

② エフエムラジオ放送の同時再放送 

③ 自主放送 
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（放送内容の変更等） 

第９条 会社は、次の場合、放送内容を予告なしに変更することがあります。 

（１）天災事変その他の非常事態が発生した場合、又は発生する恐れがある場合。 

（２）その他の事情により緊急に変更せざるを得ない場合。 

 

第４章 放送サービスの休止等 

 

（放送サービス利用の休止） 

第 10 条 加入者は、家屋の建て替え等やむをえない事由が発生した場合、会社に届け出て放送サービスの利

用を一定期間休止することが出来ます。但し、この休止期間は、１日から末日までの１ヶ月を単位

とし１回につき１２ヶ月を限度とします。 なお、１２ヶ月を超える場合の取り扱いについては、加

入者と会社がその都度協議して決定するものとします。 

２ 休止した日の属する月及び再開した日の属する月の利用料金は、日割りによる精算はいたしません。 

３ 休止期間終了時、新規申込受付を終了したサービスを利用していた場合、会社は当該契約を終了させ

ることができるものとします。 

 

 

（放送サービスの中断） 

第 11 条 会社は、次の場合には放送サービスの提供を中断することがあります。 

（１）有線テレビジョン放送施設及び引込設備の保守上又は工事上やむをえない場合。 

（２）天災事変等の非常事態又は緊急事態等やむをえない事由が発生した場合。 

２ 会社は、放送サービスの提供を中断するときには、あらかじめそのことを加入者に通知します。但

し、緊急事態等やむをえない場合にはこの限りではありません。 

 

（放送サービスの停止） 

第 12 条 会社は、加入者が次の各号のいずれかに該当する場合、放送を停止することがあります。 但し、第

１号に該当する場合の停止期間は、料金その他の債務をお支払いいただくまでとします。 

（１）加入契約金、利用料金、工事費、延滞金、その他この約款の規定によりお支払いいただくこと

になった債務（以下「債務」といいます）について支払期日を経過してもなお、お支払いいた

だけない場合。 

（２）第 27 条（放送サービスの上映及び頒布の禁止）の規定に違反した場合。 

２ 会社は、前項の規定により、放送サービスの提供を停止しようとするときは、あらかじめその理由、

停止をしようとする日及び期間を加入者に連絡します。 

 

第５章 工事及び保守 

 

（引込設備、宅内設備の設置工事） 

 第 13条 会社は、会社から引込設備までを所有し、引込設備の設置工事（以下「引込工事」といいます）及
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び必要に応じて自営柱の建柱、地下埋設等の特殊工事 を行うものとし、加入者は、自己の負担で宅

内設備の設置工事（以下「宅内工事」といいます）を行うものとします。 なお、加入者は引込工事

に関する別表記載の費用をご負担いただきます。 

２ 前項にかかわらず、共同住宅等の共同利用施設により放送サービスの提供を受けている加入者の負

担する工事費については、別途協議するものとします。 

３ 宅内工事は、原則として申込を取り次いだ取扱店または、会社指定の業者で実施していただきます。

また、宅内工事は 会社の指定する工法及び使用機器によるものとします。 

４ 加入者は、宅内設備の維持管理を行うものとし、会社は、有線テレビジョン放送施設及び引込設備

の維持管理を行うものとします。 

５ 加入者は、会社に無断で引込設備の改変、補修、増設及び機器などを接続する工事はできません。 

 

（引込設備、宅内設備の故障等） 

第 14 条 加入者は、放送サービスが受信できなくなったときには、原則として申込を取り次いだ取扱店に点

検の請求をしていた だきます。 

２ 点検の結果、有線テレビジョン放送施設、引込設備に故障がある場合には、会社が会社の負担でそ

の故障設備を修理します。又、宅内設備及び受信機に故障がある場合には、加入者の負担で故障設

備を修理していただきます。 

３ 前項の規定にかかわらず、加入者の故意または過失により有線テレビジョン放送設備、引込設備及

び宅内設備が減失、破損した場合には、加入者が その設備の修理等に要する費用をご負担いただき

ます。 

 

（設備の設置場所の変更） 

第 15 条 加入者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、事前に会社に届け出て引込設置場所を変更する

ことができます。但し第６条（加入申込の承諾）第２項第１号及び第２号に該当する場合にはこの

限りではありません。 

（１）改築・増築等同一家屋内または、同一敷地内で設置場所を変更するときで、新たに引込工事を

必要とする場合。 

（２）新築等会社の業務区域内における住居の変更等により、設置場所を変更する場合。 

２ 変更に伴う引込工事、宅内工事及び特殊工事の費用負担ならびに工事の分担については第 13 条(引

込設備、宅内設備の設置工事)によるものとします。又、引込設備の撤去に要する別途会社が定める

費用は加入者の負担となります。 

 

（設置場所の無償使用等） 

第 16 条 会社は、引込設備及び自営柱等の特殊設備の設置に関し、加入者が所有又は占有する敷地、及び構築

物等を加入者の承 諾の上必要最小限において無償で使用出来るものとします。 

２ 加入者は、会社及び会社の指定する者が、引込設備、特殊設備の設置、検査、修理、撤去及び復旧

を行うために、加入者が所有又は占有する敷地、家屋及び構築物の出入りについて協力を求めた場

合、これに便宜を供するものとします。 
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３ 加入者は、前２項に関して地主、家主、管理組合、その他の利害関係者があるときは、その責任で

あらかじめ必要な承諾を得ておくものとします。 

 

第６章 料金等 

 

（加入契約料金） 

第 17 条 加入者は、加入契約１件あたり別表記載の加入契約料金をお支払いいただきます。 

２ 会社は、加入促進を行うため、加入契約料金を割引くことがあります。 

 

（利用料金） 

第 18 条 加入者は、放送サービスの利用に際し、利用料金を別表記載のとおりにお支払いいただきます。 

２ ＮＨＫの放送受信料は加入契約料金及び利用料金の中には含まれませんので、加入者は別途ＮＨＫ

と受信契約を結び放 送受信料を支払わなければなりません。 

３ 会社は、加入促進により第８条（放送サービスの種類）の放送サービスを行うため、地域及び期間

を限定した利用料金を設定する場合があります。 

４ 社会情勢の変化・提供するサービス内容の拡充に伴い、会社は利用料金の改定をすることがありま

す。その場合は改定月の１ヶ月前までに加入者に通知いたします。 

 

（利用料金の減免） 

第 19 条 第 10 条（放送サービス利用の休止）に基づき、放送サービスの休止をした場合、加入者は休止した

日の属する月の翌月から再開した日の属する月の前月までの期間設備維持費として月額５４０円

（消費税込）をお支払い頂きます。 

２ 会社が第 14 条(引込設備、宅内設備の故障等)の事由により第 8条(放送サービスの種類)に定めるす

べての放送サービスを、加入者が点検の請求を会社又は取次店に申し出てから１日から末日までの

１ヶ月の中で継続して１０日以上行わなかった場合には、その月の利用料金は無料とします。 

 

（利用料金の計算） 

第 20 条 利用料金は、放送サービスを受け始めた月は、１日から末日までの１ヶ月を単位として計算し、利

用期間により１ヶ月に満たない場合には、日割り計算によりお支払いいただきます。それ以降は、

１日から末日までの１ヶ月を単位と して計算し、利用期間が１ヶ月に満たない場合であっても１ヶ

月分をお支払いいただきます。 

 

（利用料金等の請求及び支払い） 

第 21 条 会社は、加入契約締結時に加入契約料金を請求するものとし、利用料金は翌月に請求するものとし

ます。 

２ 会社は、加入契約料金、引込工事及び特殊工事の費用、第 22条（延滞金）に定める延滞金その他の

債務が発生した場合、これを前項の基本利用料金に合算して加入者に請求します。 

３ 会社は、前２項に定める利用料金等を加入申込書記載の指定期日に、加入者の指定する金融機関口
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座から引き落とすものとします。 

４ 会社は、特殊な場合を除き、原則として、加入者に対し、請求書、領収書の発行を行わないものと

します。 

 

（延滞金） 

第 22 条 加入者は、加入契約金、利用料金、工事費その他の債務を延滞した場合、支払期日の翌日から支払

いの日までの期間に応じて、年利 14.6％の延滞金を会社に支払うものとします。 

 

（消費税相当額の加算） 

第 23 条 会社は、料金その他のお支払について、歴月に従って発生した料金等に、消費税相当額を加算して

計算します。ただし、延滞金に相当するものは、消費税相当額を加算しません。 

２ 別表に記載してあります税抜額に基づき計算した合計額と、実際のご請求金額が異なる場合があり

ます。 

 

（端数処理） 

第 24 条 会社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を

切り捨てます。 

 

第７章 権利の譲渡及び地位の承継 

 

（権利の譲渡） 

第 25 条 会社は、加入者の加入契約上の権利の譲渡を禁止します。但し、加入者が正当な事由をもってあら

かじめ会社に届け出、会社がこれを認めた場合にはこの限りではありません。 

２ 前項により、権利の譲渡があった場合、譲受人（新加入者）は、譲渡人（旧加入者）の総ての義務

を承継するものとします。 

 

（地位の承継） 

第 26 条 相続又は法人の合併により加入者の地位の承継があった場合には、相続人又は、合併後の存続法人

若しくは合併により設立された法人は、これを証明する書類を添えて速やかに会社に届け出ていた

だきます。 

２ 前項の場合、相続人が２人以上あるときは、その内の１人を会社に対する代表者として届け出てい

ただきます。 

３ 権利の譲渡及び地位の承継に伴い、受信機の設置場所の変更を行う場合、第 15条（設備の設置場所

の変更）を準用します。 

 

第８章 雑則 

 

（放送サービスの上映及び頒布の禁止） 
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第 27 条 会社は、加入契約の有効期間中はもとよりその終了後であっても、又、対価の有無にかかわらず、

加入者が会社の放送サービスを公に上映すること、又はその複製物等を頒布することを禁止します。 

 

（不正利用の禁止） 

第 28 条 会社は、加入者が加入申込書に記載した住所以外にケーブルを接続してサービスの提供を受けるこ

とを不正視聴として 禁止します。 

２ 会社は、加入者が前項に違反した場合、その状況に応じた利用料金相当額を請求できるものとしま

す。 

 

（損害賠償） 

第 29 条 会社及び加入者は、その責に帰すべき事由により相手方に損害を与えた場合には、その損害を賠償

するものとします。 

２ 前項にかかわらず会社は、番組内容の変更等、放送サービスの休止、停止、中断により加入者に損

害が生じた場合であっても、会社に故意又は重大な過失がある場合を除きその責任を負わないもの

とします。また、宅内設備及び受信機に起因する事故も同様とします。 

 

（解約） 

第 30 条 加入者は、加入契約を解約しようとする場合、解約を希望する日の３０日以前に会社に届け出るも

のとします。 

（解除） 

第 31 条 会社は、第 12条（放送サービスの停止）の規定により放送サービスの提供を停止された加入契約に

ついて、加入者がなおその事実を解消しない場合、その加入契約を解除することがあります。 

２ 会社は、加入者が第 12条（放送サービスの停止）第１項各号のいずれかに該当する場合、その事実

が会社の業務遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、前項の規定に係わらず直ちに加

入契約を解除することがあります。 

３ 会社は、前２項により加入契約を解除しようとする場合、あらかじめ加入者にその旨を通知します。 

 

（契約終了時の処置） 

第 32 条 会社は、解約又は解除により加入契約が終了する場合、引込設備を撤去するものとし、撤去に伴い、

加入者が所有または占有する家屋、敷地、構築物等の復旧を要する場合、その費用は加入者が負担

するものとします。また、引込設備の 撤去に要する別途会社が定める費用は、加入者の負担となり

ます。 

２ 加入者は、解約又は解除により加入契約が終了する場合、終了の日までに発生した料金その他の債

務を加入契約の終了の日までに支払うものとします。 

３ 会社は、解約又は解除により加入契約が終了する場合であっても、加入契約料金は返還しないもの

とします。 

 

（書面解除） 
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第 33 条 加入者は、契約書面を受領した日（有料放送の役務の提供が開始された日が契約書面の受領日より

遅いときは当該開始日）から起算して 8日を経過するまでの間、書面により有料放送の役務の提供

契約を解除することができます（以下「書面解除」といいます）。ただし、放送法第 150 条の 3 第 1

項の総務省令で定める場合はこの限りではありません。 

２ 初期契約解除の効力は前項の書面を発した時に生じます。 

３ 第１項の書面には、契約書面の受領日または有料放送の役務の提供の開始日がこの日より遅い場合は

当該開始日、当該契約の内容、加入者住所、加入者氏名、当該契約の解除を行うことを明記し、会

社まで提出いただきます。郵送で行う場合は書留郵便にて送付していただきます。郵送の場合、該

当書面を会社が受理したときに書面解除の効力が生じます。なお、当該書留郵便に付された消印日

が第 1項の期間を超過している場合、会社は該当書面を受理しません。 

４ 加入者は、書面解除をしたことにより、以下の料金等を除き、損害賠償若しくは違約金その他金銭等

を会社より請求されることはありません。 

（１）書面解除までの期間において加入者が提供を受けた利用料金。 

（２）既に工事が実施された場合の宅内機器工事費 3,000円/台（税込 3,240 円/台） 

（３）既に工事が実施された場合の引込線工事費 4,400 円（税込 4,752円） 

５ 加入者が有料放送の役務の提供契約に付き書面解除を行った場合、当該契約に関して会社が受領し

ている金銭等については、前項の利用料金等を控除した残金を国内受信者に返還するものとします。 

６ 会社が書面解除制度について、加入者に対して事実と異なることを告げたことにより、加入者が告げ

られた内容を事実であると誤認し書面解除を利用できなかった場合は、第 1項の期間を経過した場合

でも、改めて書面解除ができる旨を記載した書面を加入者が受領した日から起算して 8日を経過する

までの間、書面により契約の解除を行うことができるものとします。この場合の解除の効果等につい

ては、書面契約解除と同様とします。 

 

（個人情報の取扱い） 

第 34 条 会社が別に定める「個人情報の取扱いについて」に準ずるものとします。 

 

（協議事項） 

第 35 条 本約款に定めない事項又は本約款の解釈に疑義が生じた場合には、会社と加入者は誠意をもって協

議の上、その解決に あたるものとします。 

 

 

付則 

1 会社は特に必要があるときには、この約款に特約を付することができるものとします。 

2 この約款は、2018年 11月 1日より施行します。 

 

クレジットカード支払いに関する特約 

1 加入者は、加入者が支払うべき料金等を、会社が指定するクレジットカードで、クレジットカード会

社の規約に基づいて支払うものとします。 
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2 加入者は、加入者から会社に申し出をしない限り継続して前項と同様に支払うものとします。また、

会社が、加入者が届け出たクレジットカードの発行カード会社の指示により、加入者が届け出たクレ

ジットカード以外で会社が代金請求をした場合も、前項と同様に支払うものとします。 

3 加入者は、会社に届け出たクレジットカード番号・有効期限に変更があった場合、遅滞なく会社にそ

の旨を連絡するものとします。 

4 会社は、加入者が指定したクレジットカードの会員資格を喪失した場合はもちろん、加入者の指定し

たクレジットカード会社の利用代金の支払い状況によっては、会社または加入者の指定したクレジッ

トカード会社の判断により一方的に本手続きを解除できるものとします。 
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別 表 

 

（１）加入契約料金及び利用料金 

加入契約料金 
20,000円(税込 21,600円） 

※加入促進のため割引することがあります。 

月額利用料金 

（１）ナイス１（HFCサービス）  

※2016年 9月 30日より集合住宅以外は受付中止 

1,900 円(税込 2,052 円) 

 

（２）光 ナイス(光サービス) 

1,900 円(税込 2,052 円) 

（上記料金には光放送端末の機器使用料を含みます） 

 

（３）光パック 500メガトリプル(光サービス) 

5,437 円(税込 5,871 円) 

（上記料金には光放送端末の機器使用料及びインターネットサー

ビス月額利用料、電話サービス月額利用料、 マカフィー®セキュリ

ティサービス月額利用料を含みます） 

※上記に含まれるサービスの利用にかかわらず利用料金の割引は 

ありません。 

※インターネットサービス、電話サービスについてはそれぞれのサ 

ービス約款に準じます。 

（２）工事費 

引込工事費 

15,000円（税込 16,200円） 

但し、自営柱の建柱、地下埋設等の特殊工事を伴う場合には、 その費用

は実費とします。 

宅内工事費 実費 

 

 ※ ご注意 

① 上記金額にＮＨＫの受信料金は含まれておりません。 

 

 

 

 

 

 

 


